
横浜地方・簡易裁判所
（事後評価）

平成１６年１１月８日　国土交通省関東地方整備局
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旧庁舎の状況

◆横浜地方裁判所（横浜市中区）
- 老朽化（Ｓ５年建築）

- 狭あい（延床１２，１０３㎡、現庁舎の５割程度）

事業概要

◆横浜簡易裁判所
（横浜市中区）

- 狭あい（延床１，９１９㎡、
現庁舎の４割程度）

（旧横浜地方裁判所）
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施設概要

◆敷地：　６，３９４㎡、商業

◆面積：　２９，０７８㎡（４５５％／７００％）

◆構造：　Ｓ－１３ー２

◆設計：　平成７年６月～平成１１年１月

◆工期：　平成１１年２月～平成１３年１２月

◆総事業費：　約１４２億円

事業概要
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配置図
事業概要

旧庁舎

新庁舎
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旧庁舎建物位置



［アンケート結果］（対象：職員）
Ｑ．この施設は使いやすいか

○使いやすくなった（７５％）

　  ・玄関ホールの雰囲気が良い

×使いづらくなった（１９％）

　　・案内表示がわかりにくい

利用者の利便性向上

◆成果

計画の妥当性

- 広く、明るい室内空間

- 交通至便の立地

- バリアフリー対応

とても使いやすくなった

やや使いやすくなった

やや使いづらくなった

とても使いづらくなった

未回答
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［アンケート結果］（対象：職員）
Ｑ．旧庁舎と比べ執務環境はよ
いか

○良い（８８％）
　  ・窓が大きくなり明るくなった

×悪い（５％）
　　・法廷内の温度調整がしにくい

執務環境の向上

◆成果

計画の妥当性

- 明るい執務空間

- フレキシブルな事務室

- 情報化への対応

とてもよい

ややよい

やや悪い

とても悪い

未回答
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保存再生をめぐる議論
計画の妥当性

日本大通りの重要な景観構成要素

横浜を代表する歴史的建造物

裁判所として狭隘

ＯＡ化に不対応

　横浜市

　　「保存を期待」

　裁判所

　　「改善を要望」

時
代
の
要
請

横
浜
第
二
合
同
庁
舎
の
経
験

関東地方整備局

「保存活用に関する検討を実施」
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- 老朽による損傷

- 耐震性能に大きな問題

- 狭隘

解決すべき課題
計画の妥当性

- 景観

- 歴史的価値

- 地域の愛着

  ■保存活用の障害   ■保存活用への要望

「庁舎を解体し、低層部分として新たに外観を復元する
ことが望ましい」
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付加価値の付与１
計画の妥当性

◆まちづくりへの貢献
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付加価値の付与２

◆まちづくりへの貢献

計画の妥当性

横浜公園

いちょう

並木

：歴史的建造物

前庭型

建物街区

街並み型
建物街区

日本大通り周辺の景観要素

横浜公園から
のビスタ

歴史的建造物の平均高さ　　ＧＬ＋20ｍ

歴史的建造物の最高高さ　　ＧＬ＋50ｍ

日本大通り

道路境界線 道路境界線道路中心線

道路斜線

セットバック
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付加価値の付与３

◆保存・活用

計画の妥当性

- 歴史ある裁判所の外観イメージを
復元

- 旧裁判所の外壁材を再利用

- ステンドグラスの再利用

- 広告掲示板を曳き屋して現物保存
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付加価値の付与４

◆環境への配慮

計画の妥当性

- 外壁材の再利用

- 自然通風

- 日射制御

- 既存樹木の活用

- 雨水利用設備

- 中水利用

既存庁舎 新庁舎

再利用
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付加価値の付与５

◆まちづくりへの貢献

計画の妥当性

- 周辺環境との調和
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イメージの復元に要した費用
計画の妥当性

低層棟
507千円／㎡
（約3,000㎡）

高層棟
389千円／㎡
（約21,000㎡）

（地上部分の工事費比較）

【単価差（118千円／㎡）の内訳】
-低層棟の外観イメージを復元

-エントランスホール石張り

-低層棟外壁仕上げ

-ステンドグラスの再利用　　　他

全体事業費
約142億円

約3.5億円
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費用対効果

◆費用対効果（Ｂ／Ｃ）　＝　１．５９

費用対効果

（単位：百万円） （単位：百万円）

項目 種別 効果 項目 種別 費用

土地有効利用 土地処分益 1,093 建設費 16,811

利用者の利便 建物性能の向上 30,059 企画・設計関係費 111

安全の確保 事故・災害の縮小 1,439 維持修繕費 4,167

環境への配慮 地球環境保全への寄与 21 21,089

その他の効果 規模の改善 1,032

33,644総効果（Ｂ）

総費用（Ｃ）

効
果

初期費用
費
用
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今後の対応方針（案）

　当初計画の目的としては概ね達成できてい

る。今後、定期的に庁舎の実態調査を行い、

経年などによる業務能率の低下等を招くこと

のないよう、保全指導や適切な時期に改修等

を実施していく。
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